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府立四條畷高等学校
校長　松本　透
平成30年度　学校経営計画及び学校評価
１　めざす学校像
	本校創立以来の教育方針である「質実剛健」「文武両道」を旨とし、自ら学び、自ら考え行動する心豊かでたくましくバランスのとれた、国際社会に貢献する人間力あふれた人材を育成する。
１　「守る伝統から創る伝統へ」のキャッチフレーズのもと、古き良き伝統を継承しながら、「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰｽﾞ･ﾊｲｽｸｰﾙ(GLHS)」として、地域にねざしつつ、積極的に国際交流活動を行い、国際感覚の育成をめざす。
２　生徒の進路実現に向け、大学との連携等を通じて学習活動の充実を図り、コミュニケーション能力、問題解決能力、科学的思考力を育成する。
３　生徒の自主性を重んじ、生徒会活動や部活動の活性化を図り、グローバルリーダーとしてふさわしい人格の形成をめざす。


２　中期的目標
	１　「確かな学力」の育成と進路実現への支援
　　（１）「確かな学力」３要素の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ア　より高い授業力を求め、研究授業や授業アンケートなどを活用して授業研究を行う。
· 畷高アンケート（生徒）における「授業の工夫」に対する肯定率を85％以上を維持する。（H28:81％　H29:82％　H30:85％）　
イ「主体的・対話的な深い学び」のある授業作りの研究・実践を行う。
ウ　校内のICT環境の整備を進め、ICT機器を効果的に活用した授業の研究・実践を行う。
· 教科特性に応じた主体的で対話的な深い学びのある授業を、授業実践を通じて教科ごとに構築する。（実践事例集の作成）　
· 畷高アンケート（生徒）における「授業満足度」（畷高の授業は必要な力がつく）の肯定率を90％以上とし維持させる。（H28:88％　H29:90％　H30:94％）
　　（２）高大接続システム改革に対応した指導と評価のあり方を研究・実践し新制度入試での進路実現に備える。
　　　　ア　「大学入学共通テスト」及び「ポートフォリオ」に関する研究を行い、「思考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」育成の指導と評価に反映させる。
　　　　イ　課題研究・探究活動を通じて、「思考力・判断力・表現力」及び「主体的に協働しながら学ぶ力」を育成する。
· アンケート（生徒）による課題研究等への肯定率を80％以上とする。（H29:68％　H30:72％）
（３）生徒が自己の将来像を描き、希望の進路を実現するための指導と支援の充実を図る。
　　ア　飯盛セミナーや大学研究室訪問など、大学や企業で活躍する社会人から学ぶ機会を設けてキャリア発達を促す。
イ　反転授業等、授業の工夫や自習室の開室などにより、生徒に自学自習で学ぶ習慣を定着させる。
ウ　大学入試の傾向及び生徒の学習状況を分析し、生徒の状況に応じた講習・補習等を行ない、自学自習の効果を向上させる。
· 畷高アンケート（生徒）における、「先生は質問によく答えてくれる」の肯定率95％以上を維持する。（H28:96％　H29:96％　H30:94％）
· 第一志望現役合格率50％以上をめざす。（H29:49％）京都大学・大阪大学・神戸大学の合格者合計60名。（H28:60名　H29:69名　H30:？名）
２　社会に貢献できる「豊かでたくましい人間性」の育成
（１）グローバル社会においてリーダーとして活躍できる資質の育成。
　　ア　充実した生徒会活動、部活動等により、たくましい人間力を育成する。
· 複数の部活動における近畿大会以上への出場を継続させる（H28:６部９種目　H29:７部８種目が近畿大会以上に出場）
イ　身だしなみ・挨拶・マナー等の指導を徹底するとともに、社会貢献や人権に対する意識の向上を図る。
· 生徒アンケートにおける「挨拶をよくしている」の肯定率90％以上。（H29:90％）
　　（２）社会人基礎力となるコミュニケーション能力等の育成。
ア　１年生の情報プレゼンテーション大会（霜月杯）・英語スピーチ大会（如月杯）、２年生の課題研究成果発表会（２回）などの取組を通じて、コミュニケーション能力、主体的に協働しながら課題に取組む力や表現力の向上を図る。
※　校外での各種コンクール等への応募数及び入賞数毎年10名以上をめざす。（H28:入賞７件 H29:入賞13件25名）
（３）　国際的な視野を広げ、異文化を理解するため、国際交流活動を充実させる。
ア　台湾、オーストラリア、ドイツ、ベトナムなど海外との交流を活用して、大学や関係機関の協力を得ながら、グローバルリーダーの育成に取り組む。
イ　国際共通言語としての英語が使えるよう、４技能統合型の授業や講習の充実を図り、実用英語力の向上を図る。
· CEFRでのB1以上の到達率40％以上、B2以上５名をめざす。（H28 B1:27％ B2:２名　H29 B1:44％ B2:８名）
　３　学校力・教員力の向上
（１）機動力のある組織体制づくり
　　ア　進行中の教育改革にも迅速かつ柔軟に対応できるよう、ミドルアップダウン型の運営体制により組織内の共通認識と機動力を高める。
　　イ　グローバルリーダー育成のための教育活動が更に推進されるよう、組織体制と業務内容について見直しと効果検証を継続的に行う。
　　ウ　働き方改革の実行により、仕事の負担による健康リスクの減少を図る。
（２）研修等による教員力の向上
　　ア　校内研修を計画的に実施し、本校の教職員として必要な資質・能力の向上を図る。
　　イ　初任者研修や10年経験者研修等を活用し、OJTを通じて教員が相互に影響しあいながら教員力を向上する体制をつくる。
（３）広報活動の充実による教育力の向上
ア　積極的な広報活動により、本校の特色とアドミッションポリシー（求める生徒像）を発信し、本校で学ぶ意欲の高い志願者を集める。
· 学校説明会への参加者総数（年間）2,000人以上を維持する。（H26:2,482人　H27:2,814人　H28:2,868人　H29:2,615 人） 
（４）安全で安心な学校生活を送れるよう環境を整備する。
　　　　ア　個人情報の適正な管理を行うとともに、万が一事故が発生した際に迅速かつ的確に対応できる体制を整備する。
イ　支援や指導を要する生徒に対して適切な対応ができるよう保護者や関係機関との連携を強化するとともに、校内の教育相談体制をより一層充実する。
　　　　ウ　地震、大雨等の災害や事故等発生時の連絡体制の徹底を図り、適切かつ円滑な対応ができるようにする。
　　　　エ　障がい等何らかの事情のある生徒が安全で安心な高校生活を送れるよう、支援検討会議を通じて合理的配慮と必要な支援を行う。
（５）　地元に信頼される学校づくりを推進する。
　　　　ア　四條畷市等と連携を進め、地域と協働した取組みや小中学校との交流などを積極的に行なう。
　　　　イ　部活動や学校行事、課題研究の成果発表など本校の教育活動を通じて、地域貢献に努める。


【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［平成30年12月実施分］
	学校運営協議会からの意見

		質問内容
	肯定率〔％〕

	
	生徒
	保護者
	教員

	(1)
	学校の満足度。（保護者：生徒が生き生きしている。）
	90.8
	97.9
	-

	
	畷高は楽しい。
	91.2
	86.9
	-

	(2)
	教え方にさまざまな工夫をしている先生は多い。（教員：工夫している）
	84.9
	-
	95.7

	
	興味を感じる授業が多い。（教員：興味・関心を持たせる工夫をしている）
	77.2
	-
	84.7

	(3)
	担任以外にも悩みや相談に親身になって応じてくれる先生がいる。
	73.4
	-
	68.7

	
	学校生活についての先生の指導は納得できる。(教員：理解を得ている)
	83.8
	93.1
	83.0

	
	将来の進路や生き方について考える機会がある。
	93.8
	91.2
	83.3

	
	生命の大切さや社会のルールについて考える機会がある。
	86.5
	90.1
	66.0

	
	いじめについて困っていることがあれば真剣に対応してくれる。（教員：体制が整っている）
	92.0
	92.6
	64.6

	(4)
	畷高祭は、楽しく行えるように工夫されている。
	94.5
	93.6
	92.0

	
	部活動に積極的に取り組んでいる生徒が多い。
	95.4
	95.7
	95.9

	(5)
	本校の課題研究の取組みに満足。
	71.9
	92.1
	81.2

	
	本校の国際交流（台湾修学旅行・オーストラリア研修等）の取組みに満足。
	93.7
	94.2
	89.6

	(6)
	成績などの内容についてプライバシーが守られている。
	93.4
	90.4
	68.8

	
	人権を尊重した指導への取組み。（教員：十分に話し合われている）
	-
	91.9
	43.8


(1) 学校への生徒の満足度は高く、保護者からも高評価を得た。
(2) 生徒の授業満足度は94％と高く、ALやICTを活用した授業も増加した。ただし、「授業の工夫」や「興味を感じる授業の多さ」では、生徒と教員との意識の差が見られ、生徒に興味・関心を持たせる授業を多く展開することが課題である。
(3) キャリア発達を促すための、生徒指導・進路指導・教育相談等については、概ね高く評価されている。ただし、担任以外に相談できる先生がいると答えた生徒は73％にとどまっており改善を要する。また、生命の大切さや社会規範については、生徒の肯定率は高いものの教員による自己評価は低いため、取組みへの教員の共通認識を高めていきたい。
(4) 行事・部活動については、いずれも高評価でありこれを維持させたい。
(5) 課題研究への生徒の満足度は昨年より向上した。課題研究にはよく打込み、発表会では外部評価者により高く評価いただいた。さらに、向上をめざしたい。
　　国際交流は、生徒にとって満足度の高いものとなっており、一層の教育効果を高めたい。
(6) プライバシー保護や人権尊重への取組みは、より意識を高めていきたい。特に人権課題
や指導方法について、教員間で十分話し合っているとの観点で教員自身の自己評価が低く、取組みを進めていく必要がある。
	【第１回】平成30年６月26日（火）
・SSHの１期目からの変更点は？
→１期目のテーマはエネルギー。今期は１期目を発展させて段階的に体験する。1年目にエネルギーを学び、２年目以降は自由にテーマを選択。最終的には技術者コース、研究者コースを選択して取り組む。
・SSH指定校には追跡調査が義務付けられているが、何らかの形で実施しているのか？
→卒業後の状況は同窓会を中心に調査しているが、SSH指定校としての調査はまだしていない。当校67期生がSSHの１期に当たり、ちょうど大学を卒業するタイミングなので追跡調査を進めたいと考えている。
・地震等、緊急時の連絡体制について、保護者にはどのように行うのか？生徒はLINEの活用が浸透しているようだが、学校としてどうするのか？ 
→メーリングリストは外部システムのサービス終了に伴い、この３月で一旦廃止した。しかし学校からの配信は必要だと考えており、メーリングリスト復活は早々に検討したい。
【第２回】平成30年11月20日（火）
・研究授業について、教員のベクトルのそろえ方は？
→学校全体でアクティブ・ラーニングを取り入れ、学びの3要素を確立することと、「進学」という二つのベクトルがある。ベクトルを整える意味では縛りはないが、授業の相互見学や意見交換によってまとめていく。
・探究ラボの位置づけは？
→課題研究の「授業」における水平化はできているが、その中でも「とんがった」発想をする生徒が探究ラボに加入する。明確に部活動のリストには入っていない。入学当初に希望した者が加入する。
・全クラス文理学科により教職員の業務量の増大するため、一斉退庁が実現しないのは当たり前。実際どのように業務を減少させるのか？
→現在ワーキンググループで検討中。たとえば可能な限り土曜の勤務を避ける（外部の学校説明会など）、業務を減らそうという意識を持つ。
・平日、休日の部活動についてはどうなっているのか？
→こちらもワーキンググループで検討中。土日の活動がある分、月曜日をノークラブデーにしている部活が多い。
【第３回】平成31年２月19日（火）
・「合理的配慮」を念頭に、学校で対応出来ること、出来ないことを分けて考えて行く必要がある。行政の支援が必要な部分は行政に任せ、できる範囲で取り組んでほしい。
→学校だけで抱え込むことがないように進めたい。
・授業について、「やらされ感」がない授業はどうやって実現しているのか？またついていけない生徒はいないのか？
→授業で一番大事なのは発問。良い発問ができているからだと考える。補習・小テストの徹底により消化不良になっていないかを確認している。生徒に寄り添ったフォローを続けていく。
・トイレについての意見が例年より強く出ているのは気になる。綺麗になると雰囲気の改善に資することもあるので、府へ改善要望を出しておいてはどうか？
→改修は予算の許す範囲で少しずつ進めている。今年は台風・地震の補修のこともあり、特に金銭的に厳しかった。日々のメンテナンスも含め、喫緊の課題として取り組んでいきたい。
・４月からの働き方改革もある中、教員も体を壊さないように頑張ってほしい。推薦入試が増えることで教員の負担が増えるだろうから、更なる効率化を期待したい。仕事が過重にならないよう、仕事の整理をしっかりと行い、止めることはやめて集中して取り組んでほしい。



３　　本年度の取組内容及び自己評価
	中期的
目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標
	自己評価

	１　「確かな学力」の育成と進路実現への支援
	（１）「確かな学力」３要素の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ア　より高い授業力を求めた授業研究

イ「主体的・対話的な深い学び」のある授業作り

ウ　ICT機器を効果的に活用した授業づくり

（２）高大接続システム改革に対応した指導と評価
ア　「大学入試共通テスト」「ポートフォリオ」に関する研究

イ　課題研究等による確かな学力の育成

（３）進路実現の指導と支援
ア　飯盛セミナーなどを通じたキャリア発達の促し

イ　自学自習の定着

ウ　講習・補習等による自学自習の効果の向上
	（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ア・研究授業・授業公開を通じて、授業改善を進め生徒の意欲関心も高める。

イ・「主体的・対話的な深い学び」のある授業作りの研究・実践を行う。

ウ・ICT機器を効果的に活用した授業の研究・実践を行う。

（２）
ア・「e-ポートフォリオ」に関する研修を行い次年度以降の導入に備える。

イ・3年間を5期に分け、それぞれの目標を定め、全生徒を対象にして計画的に課題研究を行う。


（３）
ア・飯盛セミナー、大学研究室訪問を実施する。
イ・反転授業の要素のある授業や自習室の開室などで自学自習の充実を図る｡
ウ・大学入試の変化や生徒の学習状況を分析し、生徒の状況に応じた講習・補習等を行う。
	（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ア・研究授業等の実施10回以上
（H29:17回）
　・アンケート（生徒）での「興味を感じる授業」の肯定率75％以上（H29:72％）
イ・アクティブラーニング（AL）の実施率80％以上（H29:86％）
　・教科ごとのAL事例集の充実を図り実践に活用する（1月まで）
ウ・ICT機器の活用率60％以上
（H29:68％）
（２）
ア・「e-ポートフォリオ」に関する研修の肯定率80％（新規）
イ・アンケート（生徒）による課題
研究等の肯定率80％以上
（H29:69％）
（３）
ア・京阪神キャンパスツアー(研究室訪問)の満足度80％以上（新規）
イ・２年生の自学自習時間平均30分以上の増加（新規）
ウ・アンケート（生徒）での「先生は質問によく答えてくれる」の肯定率95％以上（H29:96％）
	（１）　
ア・研究授業等の実施は、19回（◎）
　・アンケート（生徒）での「興味を感じる授業」の肯定率77.2％（◎）


イ・アクティブラーニング（AL）の実施率75.1％（△）
　・教科ごとのAL事例集の充実を図り実践に活用する（△）［作成できず］
ウ・ICT機器の活用率70.2％（◎）

（２）
ア・「e-ポートフォリオ」に関する研修は未実施。GLHS校などからの情報収集に努めている段階（△）
イ・アンケート（生徒）による課題研究等の肯定率71.9％（△）

（３）
ア・京阪神キャンパスツアー(研究室訪問)の満足度98％（◎）

イ・２年生の自学自習時間は平均７分の増加（△）

ウ・アンケート（生徒）での「先生は質問によく答えてくれる」の肯定率96.4％（◎）


	２　社会に貢献できる「豊かでたくましい人間性」の育成
	（１）グローバルリーダーとしての資質の育成
ア　生徒会活動、部活動等によるたくましい人間力の育成

イ　身だしなみ・挨拶・マナー等の指導の徹底及び社会貢献や人権に対する意識の向上

（２）コミュニケーション能力等の育成
ア　校内発表会への取組を通じて、能力の育成を図る

（３）国際交流活動の充実
ア　海外との交流を活用したグローバルリーダーの育成

イ　４技能統合型の授業や講習等による実用英語力の向上

	（１）
ア・文化祭等行事や部活動のさらなる
充実。

イ・全教員で登校時の生徒指導を行う。
　・地域清掃などの奉仕活動を継続的
に行う。
・人権意識向上に取組み、とりわけSNS
での人権侵害については、教員研修の
充実を図り一層の指導を行う。

（２）
ア・情報ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ大会（霜月杯）・英語ｽﾋﾟｰﾁ大会（如月杯）、課題研究発表会（２回）などを系統的に実施し、発表力の向上を図る。

（３）
ア・台湾、オーストラリア、ドイツ、ベトナムなど海外との交流を活用して課題研究の質を向上させる。

イ・国際交流キャンプ、４技能統合型の英語授業や講習などを通じて、使える英語力を向上させる。
	（１）
ア・アンケート（生徒）による「畷高祭の工夫」に関する肯定率90％以上の維持（H29:95％）
・部活動の加入率90％以上（H29:93％）
　・近畿大会4種目以上出場
（H29:7部8種目）
イ・アンケート（生徒）による「挨拶をよくする」の肯定率90％以上
（H29:91％）　
　・アンケート（教員）による人権を尊重した指導への自己肯定率60％以上(H29:40％)

（２）
ア・アンケート（生徒）による「発表活動のチャンスが多い」の肯定率85％以上（H29:86％）
・校外のコンテスト等での入賞
10件以上（H29:13件）

（３）
ア・海外との交流を活用した課題研究等の実施５本以上（H29:６本）
イ・CEFRのB1レベル50名、B2レベル５名（H29:85名、８名）
	（１）
ア・アンケート（生徒）による「畷高祭の工夫」に関する肯定率94.5％（◎）

・部活動の加入率93％（○）
・近畿大会以上出場は、現在、男子ソフトテニス、男子水泳、軽音、男女卓球、囲碁の５部13種目（◎）

イ・アンケート（生徒）による「挨拶をよくする」の肯定率90.7％（○）

　・アンケート（教員）による人権を尊重した指導への自己肯定率43.8％（△）


（２）
ア・アンケート（生徒）による「発表活動のチャンスが多い」の肯定率91.7％（◎）

・校外のコンテスト等での入賞は、９件（○）

（３）
ア・海外との交流を活用した課題研究等の実施は、現在６本（○）
イ・CEFRのB1レベル133名、B2レベル４名（○）

	３　学校力・教員力の向上
	（１）機動力のある組織体制
ア　ミドルアップダウン型の運営体制づくり

イ　グローバルリーダー育成のための組織と業務の見直し及び検証

ウ　働き方改革の実行による仕事の負担リスク減少

（２）研修等による教員力の向上
ア　校内研修を計画的実施

イ　法定研修を活用したOJTによる教員力の向上

（３）広報活動の充実による教育力の向上
ア　広報活動による本校の特色とアドミッションポリシーの発信

（４）安全で安心な学校生活への環境整備
ア　個人情報の適正な管理と事故対応への体制整備

イ　障がい等による支援や指導を要する生徒への適切な対応

ウ　災害や事故等発生時の体制整備

（５）地元に信頼される学校づくり
ア　四條畷市等との連携
イ　部活動や学校行事、課題研究の成果発表などを通じた地域貢献　
	（１）
ア・経営企画会議で課題認識の共有を図り、ＷＧを設置して課題解決に取組む。
イ・GL部を学校経営に関係する分掌と位置付け、経営企画会議と連携しながら、課題研究を核としたＧＬ教育を充実させる。
ウ・全校一斉退庁日の有効実施。
　
（２）
ア・校内研修の中期計画による実施

イ・メンター制度によりOJTで初任者・2年目・10年目教員の相互育成を図る。
（３）
ア・校内・外での学校説明会などで積極的に本校の特色とアドミッションポリシーを発信する。
（４）
ア・個人情報の適正な管理と事故対応についてＷＧで再検討し、周知徹底を図る。

イ・支援検討会議により個別の教育支援計画を策定し、合理的配慮に基づく個に応じた支援と指導及び成績評価を行う。

ウ・防犯・防災計画、大規模災害時初期対応マニュアル等の内容を周知徹底する。

（５）
ア・小中学校への出前授業やオープンラボ等、四條畷市等と交流した取組を行う。

イ・地域住民に向けた部活動の取組みや課題研究の成果発表などを行う。
	（１）
ア・経営企画会議の定例開催（毎週）
　・アンケート（教員）での「教育活動全般の評価と検証」の肯定率を70％以上の維持（H29:72％）

イ・アンケート（教員）での「課題研究活動の取組み」の肯定率を75％以上にする（新規）
ウ・全校一斉退庁日における残留者
の減少（月ごと前年度比較）
（２）
ア・研修の効果測定を行い、肯定率を80％以上とする。（H29:99％）
イ・メンター制度の満足度を70％以
上とする。（H29:100％）

（３）　
ア・学校説明会への参加者数2,000名以上の維持（H29:2,615名）
　・ＨＰの更新120回以上
（H29:120回）
（４）
ア・アンケート（教員）における教職員の「個人情報に関する管理システムの確立」に対する肯定率70％以上（H29:66％）
イ・アンケート（教員）における「支援や配慮」に関する肯定率80％以上(新規)
ウ・アンケート（教員）における「災
害や事故等発生時の体制」に関
する肯定率80％以上（新規）

（５）
ア・小中学校を対象とした取組み及び四條畷市と連携した取組みを計３種類以上（H29:４種類）
イ・地域住民等に向けた取組みを４種類以上行う（H29:８種類）
	（１）
ア・経営企画会議の定例開催（○）
[bookmark: _GoBack]　・アンケート（教員）での「教育活動全般の評価と検証」の肯定率58.4％（△）



イ・アンケート（教員）での「課題研究活動の取組み」の肯定81.2％（◎）

ウ・全校一斉退庁日における残留者の減少（△）
　　（延べ人数H29:237人、H30:342人）
（２）
ア・研修の肯定率96.0％（◎）

イ・メンター制度の満足度100％（◎）


（３）　
ア・学校説明会への参加者数は2,340名（◎）
　・ＨＰは10月末に刷新。校長ブログには、660の記事を掲載。部活動、SSH活動もそれぞれ個別のブログで紹介。（◎）
（４）
ア・アンケート（教員）における教職員の「個人情報に関する管理システムの確立」に対する肯定率68.8％（△）

イ・アンケート（教員）における「支援や配慮」に関する肯定率55.0％（△）

ウ・アンケート（教員）における「災害や事故等発生時の体制」に関する肯定率79.0％（△）

（５）
ア・小中学校を対象とした取組み及び四條畷市と連携した取組みは、10種類（◎）

イ・地域住民等に向けた取組みは、８種類（◎）



